


































入札契約制度改革 本格実施後の状況 
（1年経過） 

 
 

１８ 

（資料２） 



入札契約制度改革の本格実施後の状況 

入札契約制度改革の実施内容 
制度改革前 

617件 
試行期間中 

564件 
本格実施後 

562件 

Ⅰ 予定価格の事後公表 
事前公表 617件 100.0% 33件 5.9% 375件 66.7% 

事後公表 － － 531件 94.1% 187件 33.3% 

Ⅱ ＪＶ結成義務の撤廃 

単体のみ 433件 70.2％ 328件 58.2% 377件 67.1% 

ＪＶ結成義務 184件 29.8％ 39件 6.9% 44件 7.8% 

混合 － － 197件 34.9% 141件 25.1% 

Ⅲ １者入札の中止 
 ※試行期間中は、当該制度により 
  中止となった70件を含む 

対象 － － 405件 63.9% － － 

非対象 － － 229件 36.1% － － 

Ⅳ 低入札価格調査制度の拡大 
最低制限価格 587件 95.1％ 252件 44.7% 272件 48.4% 

低入調査対象 30件 4.9％ 312件 55.3% 290件 51.6% 

【前提条件】 

 ○予定価格250万円超の競争入札の工事が対象（公営企業局は除く） 

 ○期間区分による対象案件は以下のとおり 

  ・「制度改革前」とは、平成28年4月1日から平成29年3月31日の間に開札した案件を対象に集計したものである。 

  ・「試行期間中」とは、財務局契約については平成29年6月26日から平成30年6月24日の間に、各局契約については 

    平成29年10月30日から平成30年6月24日の間に公表した案件を対象に集計したものである。 

  ・「本格実施後」とは、平成30年6月25日から令和元年6月24日の間に公表した案件を対象に集計したものである。 

【財務局契約の対象件数（開札ベース）】 
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入札契約制度改革の実施内容 
制度改革前 
2,892件 

試行期間中 
1,649件 

本格実施後 
2,789件 

Ⅰ 予定価格の事後公表 
事前公表 2,892件 100.0% 21件 1.3% 2,787件 99.9% 

事後公表 － － 1,628件 98.7% 2件 0.1% 

【各局契約の対象件数（開札ベース）】 

※本格実施後の事後公表２件は、警察用庁舎の設備改修工事（予定価格 約274百万円、約345百万円） 
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基本的な指標（落札率、不調率、希望者数、応札者数） 

【財務局契約】 

 ○平均落札率は、本格実施後も試行期間中と同水準 

 ○不調率は、本格実施後に試行期間中よりも改善 

 ○平均希望者数と平均応札者数は、本格実施後に試行期間中よりも減少したものの、制度改革前と同水準 
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【各局契約】 

 ○平均落札率は、本格実施後に試行期間中よりも低下 

 ○不調率は、本格実施後に試行期間中よりも改善 

 ○平均希望者数と平均応札者数は、本格実施後に試行期間中よりも減少 

指標 
制度改革前 
開札617件 

落札556件・不調61件 

試行期間中 
開札564件 

落札465件・不調99件 
検証結果報告書 
H30.2末時点 

本格実施後 
開札562件 

落札481件・不調81件 

平均落札率 
（落札ベース） 

93.2％ 93.6% （93.8%） 93.7% 

不調率 
（開札ベース） 

9.9％ 17.6% （18.4%） 14.4% 

平均希望者数 
（落札ベース） 

5.4者 6.2者 （5.9者） 5.4者 

平均応札者数 
（落札ベース） 

3.9者 4.9者 （4.7者） 3.9者 

指標 
制度改革前 
開札2,892件 

落札2,573件・不調319件 

試行期間中 
開札1,649件 

落札1,267件・不調382件 
検証結果報告書 
H30.2末時点 

本格実施後 
開札2,789件 

落札2,322件・不調467件 

平均落札率 
（落札ベース） 

90.9％ 93.5％ （93.9%） 92.6% 

不調率 
（開札ベース） 

11.0％ 23.2％ （30.6%） 16.7% 

平均希望者数 
（落札ベース） 

10.7者 10.2者 （9.0者） 9.3者 

平均応札者数 
（落札ベース） 

4.9者 5.3者 （4.6者） 4.3者 
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Ⅰ 予定価格の事後公表関連 

財務局契約 各局契約 

制度改革前 
対象3,997者 

試行期間中 
対象4,128者 

本格実施後 
対象4,107者 

制度改革前 
対象25,207者 

試行期間中 
対象14,581者 

本格実施後 
対象24,250者 

予 定 価 格 の 公 表 事前 事後 事前・事後 事前 事後 事前 

落 札 範 囲 内 
1,764者 

（44.1%） 
1,212者 

（29.4%） 
1,402者 

（34.1%） 
10,812者 
（42.9%） 

3,167者 
（21.7%） 

8,375者 
（34.5%） 

最 低 制 限 価 格 等 
未 満 

438者 
（11.0%） 

501者 
（12.1%） 

423者 
（10.3%） 

1,982者 
（7.9%） 

1,397者 
（9.6%） 

1,817者 
（7.5%） 

予 定 価 格 超 過 － 
758者 

（18.4%） 
104者 

（2.5%） 
－ 

2,684者 
（18.4%） 

2者 
（0.0%） 

辞 退 
1,275者 

（31.9%） 
1,269者 

（30.7%） 
1,647者 

（40.1%） 
10,242者 
（40.6%） 

5,915者 
（40.6%） 

11,466者 
（47.3%） 

不 参 
498者 

（12.5%） 
361者 

（8.7%） 
507者 

（12.3%） 
2,085者 
（8.3%） 

1,407者 
（9.6%） 

2,526者 
（10.4%） 

無 効 
22者 

（0.6%） 
27者 

（0.7%） 
24者 

（0.6%） 
86者 

（0.3%） 
11者 

（0.1%） 
64者 

（0.3%） 

【入札参加者の応札行動（開札ベース）】 

 ○財務局契約及び各局契約ともに、試行期間中は落札範囲内の割合が低下したが、本格実施後は上昇 

 ○財務局契約及び各局契約ともに、本格実施後の辞退・不参の割合は試行期間中よりも上昇 

【落札率99％以上、応札者１者の件数割合（落札ベース）】 

 ○財務局契約は、各指標ともに本格実施後は制度改革前よりも発生割合が低下 
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○各局契約は、各指標ともに本格実施後は制度改革前よりも発生割合が上昇 

財務局契約 各局契約 

２１ 
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Ⅰ 予定価格の事後公表関連 

【落札率の分布（財務局契約）】 

 ○制度改革前に発生していた予定価格付近の集中が減少 

 ○試行期間中以前に発生していた予定価格の90%付近の集中が減少し、本格実施後は予定価格の90～92%の間で集中が分布 

（比率） 
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93.2% 93.6% 93.7% 

制度改革前 試行期間中 本格実施後 

平均（制度改革前） 平均（試行期間中） 平均（本格実施後） ２２ 



Ⅱ ＪＶ結成義務の撤廃関連 

※混合入札を導入した９業種（建築、橋りょう、河川、水道施設、下水道施設、一般土木、電気、給排水衛生、空調）を対象 

【混合入札の導入による希望者数《平均》の変化（落札ベース）】 

 ○平均希望者数が、制度改革前2.6者から、本格実施後5.7者へ増加 

業種 

制度改革前 
（ＪＶ結成義務） 

試行期間中 
（混合入札） 

本格実施後 
（混合入札） 

ＪＶ 合計 ＪＶ 単体 合計 ＪＶ 単体 

全体 2.6者 5.7者 0.7者 5.0者 5.7者 0.8者 4.9者 

建築 3.3者 7.7者 0.7者 7.0者 6.9者 0.6者 6.3者 

土木 2.3者 5.3者 0.9者 4.4者 5.6者 1.2者 4.4者 

設備 2.0者 4.9者 0.5者 4.4者 4.7者 0.6者 4.0者 

【混合入札におけるＪＶ・単体別の受注件数《割合》の変化（開札ベース）】 

 ○ＪＶが落札する割合が、試行期間中14.9％から、本格実施後20.7％へ上昇 

※混合入札を導入した９業種（建築、橋りょう、河川、水道施設、下水道施設、一般土木、電気、給排水衛生、空調）を対象 

業種 

試行期間中（混合入札） 
対象194件 

本格実施後（混合入札） 
対象140件 

ＪＶが落札 単体が落札 不調 ＪＶが落札 単体が落札 不調 

全体 14.9% 68.6% 16.5% 20.7% 67.1% 12.1% 

建築 10.4% 70.8% 18.8% 12.5% 77.5% 10.0% 

土木 24.2% 65.2% 10.6% 30.4% 51.8% 17.9% 

設備 10.0% 70.0% 20.0% 15.9% 77.3% 6.8% 
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Ⅱ ＪＶ結成義務の撤廃関連 

【混合入札の導入による中小企業の受注状況の変化】 

 ○全体として、受注件数のうち中小企業が占める割合は、本格実施後と制度改革前とで同水準であり、受注金額においては、 

  中小企業が占める割合が上昇 

※混合入札を導入した９業種（建築、橋りょう、河川、水道施設、下水道施設、一般土木、電気、給排水衛生、空調）を対象 

全体 

建築 

土木 

設備 

全体 

建築 

土木 

設備 

受注件数 
ベース 

受注金額 
ベース 

6 

27.1%

42.5%

23.9%

50.8%

59.2%

55.6%

23.8%

32.6%

28.4%

35.9%

46.7%

34.7%

72.9%

57.5%

76.1%

49.2%

40.8%

44.4%

76.2%

67.4%

71.6%

64.1%

53.3%

65.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本格実施後

試行期間中

制度改革前

本格実施後

試行期間中

制度改革前

本格実施後

試行期間中

制度改革前

本格実施後

試行期間中

制度改革前

大企業

中小企業

52.0%

56.4%

53.0%

60.6%

79.5%

79.4%

48.5%

47.7%

64.2%

52.3%

63.8%

65.8%

48.0%

43.6%

47.0%

39.4%

20.5%

20.6%

51.5%

52.3%

35.8%

47.7%

36.2%

34.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本格実施後

試行期間中

制度改革前

本格実施後

試行期間中

制度改革前

本格実施後

試行期間中

制度改革前

本格実施後

試行期間中

制度改革前

大企業

中小企業

２４ 



24.7%

5.6%

13.1%
14.9%

4.6% 5.2%
9.4%

1.5%3.3%

14.6%

4.6% 3.9%

25.6%

8.2% 8.5%
10.7%

7.2%
4.6%

4.6%

4.6%

11.8%
13.7%

5.1%

6.5%

11.8%
12.4%

26.7%

15.7%

8.2%

8.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

～20人 20人超～50人 50人超～100人 100人超～300人 300人超～1,500人 1,500人超～

ＪＶ 単体

25.7%

5.5%

12.5% 11.0%

2.7%4.2%

12.8%

2.7%4.2%

22.0%

5.5%4.2%

18.3%

5.5%4.2%

10.1%

1.4%

5.5%

4.2%

11.0%

18.8%

9.6%
10.4% 9.6%12.5%

30.1%

16.7%

11.0%

8.3%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

～20人 20人超～50人 50人超～100人 100人超～300人 300人超～1,500人 1,500人超～

ＪＶ 単体

31.2%

2.2%

14.3%
18.3%

4.3% 4.8%
8.3%

13.8%

8.7%

2.4%

20.2%

4.3%
2.4%

8.3%
6.5%

2.4%

6.5%

11.9%

23.9%

11.9%

4.3%

9.5%

15.2%

21.4% 17.4%

9.5%

6.5%

9.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

～20人 20人超～50人 50人超～100人 100人超～300人 300人超～1,500人 1,500人超～

ＪＶ 単体

15.6%

7.9%
12.7%

15.6%

6.6% 6.3% 6.7%
1.3%

4.8% 6.7%
1.3%

4.8%

41.1%

13.2%
15.9% 14.4%

13.2%
9.5%

2.6% 5.3%
11.1%

1.3%

1.6%
11.8% 6.3%

28.9%
19.0%

6.6%

7.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

制
度
改
革
前

試
行
期
間
中

本
格
実
施
後

～20人 20人超～50人 50人超～100人 100人超～300人 300人超～1,500人 1,500人超～

ＪＶ 単体

Ⅱ ＪＶ結成義務の撤廃関連 

※混合入札を導入した９業種（建築、橋りょう、河川、水道施設、下水道施設、一般土木、電気、給排水衛生、空調）を対象 
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全体 建築 

土木 設備 

【混合入札の導入による企業規模別（従業員数で区分）の受注状況の変化】 

 ○受注件数ベース 

（従業員数） （従業員数） 

（従業員数） （従業員数） 

24.7% 

9.4% 

17.7% 
18.9% 

9.8% 

14.9% 

制度改革前 
49.0% 

本格実施後 
46.4% 

従業員数100人以下の合計 31.2% 

8.3% 

26.2% 

16.7% 

9.5% 

18.3% 

制度改革前 
57.8% 

本格実施後 
52.4% 

従業員数100人以下の合計 

15.6% 

6.7% 

12.7% 

17.4% 

6.4% 

15.6% 

制度改革前 
37.9% 

本格実施後 
36.5% 

従業員数100人以下の合計 

25.7% 

12.8% 

16.7% 

23.0% 

14.6% 

11.0% 

制度改革前 
49.5% 

本格実施後 
54.3% 

従業員数100人以下の合計 

２５ 



Ⅱ ＪＶ結成義務の撤廃関連 

※混合入札を導入した９業種（建築、橋りょう、河川、水道施設、下水道施設、一般土木、電気、給排水衛生、空調）を対象 
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全体 建築 

土木 設備 
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【混合入札の導入による企業規模別（従業員数で区分）の受注状況の変化】 

 ○受注金額ベース 

（従業員数） （従業員数） 

（従業員数） （従業員数） 

9.2% 

5.2% 

9.7% 
11.6% 

5.5% 
7.9% 

制度改革前 
22.3% 

本格実施後 
26.8% 

従業員数100人以下の合計 

10.9% 

4.9% 

12.3% 

7.7% 

4.5% 

8.9% 

制度改革前 
24.7% 

本格実施後 
24.5% 

従業員数100人以下の合計 

5.8% 
3.8% 

6.6% 

17.1% 

4.4% 
7.8% 

制度改革前 
17.4% 

本格実施後 
28.1% 

従業員数100人以下の合計 

8.7% 7.8% 
6.5% 

15.2% 

9.9% 

5.1% 

制度改革前 
21.6% 

本格実施後 
31.6% 

従業員数100人以下の合計 
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Ⅱ ＪＶ結成義務の撤廃関連 

【総合評価方式におけるＪＶ結成時の加点状況（落札ベース）】 

 ○本格実施後、ＪＶ結成で加点された割合が上昇 

 ○そのうち、契約まで至った割合も上昇 

【技術者育成モデルＪＶ工事の発注状況（初回発注時の状況）】 

 ○同モデル対象工事として4件発注し1件が契約 

 ○総じて希望者が少ない状況 

ＪＶ加点対象 
工事件数 

うちＪＶ加点 
実績あり 

試行期間中 50件 
9件（18.0％） 

【4件落札（8.0％）】 

本格実施後 51件 
19件（37.3％） 

【12件落札（23.5％）】 

※混合入札を導入した９業種（建築、橋りょう、河川、水道施設、下水道施設、一般土木、電気、給排水衛生、空調）を対象 

業種 件名 発注規模 開札月 希望者 応札者 備考 

建築 
都営住宅30H-109東 
（江東区辰巳一丁目）工事 

予定価格 
2,163,175,200円 

H30.9 1 1 
契約者が指名停止により
契約解除 

建築 
都営住宅30H-106西 
（多摩市諏訪五丁目）工事 

14.5億円以上 
16億円未満 

H30.9 0 － 
中止後、再発注（モデル
対象外）にて契約済 

土木 石神井川整備工事（その163） 
予定価格 

824,840,280円 
H31.1 1 1 契約 

土木 
仙台堀川護岸耐震補強工事 
（その4） 

予定価格 
886,250,160円 

H31.3 2 0 全者辞退により不調 

2件が技術点1点（技術実績評価型における
ＪＶ加点相当）の差で落札者が逆転 

9 

⇒受注意欲のあるより多くの企業が同モデル工事に入札参加できるよう、第二順位企業の主任技術者に対して付していた年齢要件 

（45歳以下）を見直した上で、一部案件において試行を継続 
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Ⅲ １者入札の中止関連 

【１者入札の中止による影響】 
  
  《再発注による影響》 
    開札日の遅れ +74.6日 
  工期の遅れ  +69.9日 
     ※中止70件のうち、再発注を 
    済ませた69件の平均 

１者入札の中止対象件数 中止件数 

試行期間中 405件 70件（17.3％） 

【入札辞退の原因分析】※辞退理由の回答を義務化した平成30年8月31日以降分 

  ○企業規模別、時期別ともに、辞退理由の選択項目のうち、「配置予定技術者の配置が困難」 

  の割合が総じて高く、次いで「その他」が高い 

区
分 

Ｎ
Ｏ 

辞退理由等 

理由別件数 

合計 大企業 中小企業 

選
択
肢
の
項
目 

１ 配置予定技術者の配置が困難 7,763（67.7%） 738（65.3%） 7,025（68.0%） 

２ 
見積金額が当初見込みより過
大 

876（7.6%） 58（5.1%） 818（7.9%） 

３ 発注図書に不明確な部分あり 98（0.9%） 4（0.4%） 94（0.9%） 

４ 技術的に履行が困難 777（6.8%） 86（7.6%） 691（6.7%） 

５ その他 1,955（17.0%） 245（21.7%） 1,710（16.5%） 

合計 11,469（100%） 1,131（100%） 10,338（100%） 

《企業規模別》 

《時期別（辞退届を提出した時期）》 

（単位：者） 

（単位：者） 

試行期間中 

１者入札の 
中止対象件数 

405件 

中止件数 
70件 

（17.3％） 

《再発注による影響》 
  開札日の遅れ +74.6日 
  工期の遅れ  +69.9日 
  ※中止70件のうち、再発注を 
   済ませた69件の平均 
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区
分 

Ｎ
Ｏ 

辞退理由等 
理由別件数 

合計 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 

選
択
肢
の
項
目 

１ 
配置予定技術者
の配置が困難 

7,763 
（67.7%） 

1,058 
（50.9%） 

1,027 
（69.9%） 

877 
（73.4%） 

1,079 
（72.3%） 

1,015 
（74.2%） 

811 
（68.9%） 

753 
（77.2%） 

186 
（62.4%） 

271 
（65.8%） 

686 
（68.3%） 

２ 
見積金額が当初
見込みより過大 

876 
（7.6%） 

130 
（6.3%） 

142 
（9.7%） 

93 
（7.8%） 

90 
（6.0%） 

67 
（4.9%） 

88 
（7.5%） 

63 
（6.5%） 

45 
（15.1%） 

43 
（10.4%） 

115 
（11.5%） 

３ 
発注図書に不明
確な部分あり 

98 
（0.9%） 

13 
（0.6%） 

18 
（1.2%） 

7 
（0.6%） 

8 
（0.5%） 

4 
（0.3%） 

18 
（1.5%） 

11 
（1.1%） 

2 
（0.7%） 

6 
（1.5%） 

11 
（1.1%） 

４ 
技術的に履行
が困難 

777 
（6.8%） 

117 
（5.6%） 

102 
（6.9%） 

74 
（6.2%） 

111 
（7.4%） 

101 
（7.4%） 

89 
（7.6%） 

55 
（5.6%） 

15 
（5.0%） 

43 
（10.4%） 

70 
（7.0%） 

５ その他 
1,955 

（17.0%） 
759 

（36.5%） 
180 

（12.3%） 
144 

（12.1%） 
205 

（13.7%） 
181 

（13.2%） 
171 

（14.5%） 
94 

（9.6%） 
50 

（16.8%） 
49 

（11.9%） 
122 

（12.2%） 

合計 
11,469 

（100%） 
2,077 

（100%） 
1,469 

（100%） 
1,195 

（100%） 
1,493 

（100%） 
1,368 

（100%） 
1,177 

（100%） 
976 

（100%） 
298 

（100%） 
412 

（100%） 
1,004 

（100%） 
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Ⅳ 低入札価格調査制度の拡大関連 

【低入札価格調査の実績（開札ベース）※拡大対象となった財務局契約において】 

 ○試行開始（低入札価格調査の厳格化）以降、失格率は100％ 

業種 

制度改革前 試行期間中 本格実施後 

対象 
件数 
① 

調査 
件数 
② 

（②/①） 

失格 
件数 
③ 

（③/②） 

対象 
件数 
① 

調査 
件数 
② 

（②/①） 

失格 
件数 
③ 

（③/②） 

対象 
件数 
① 

調査 
件数 
② 

（②/①） 

失格 
件数 
③ 

（③/②） 

全体 30 
9 

（30.0%） 
3 

（33.3%） 
312 

79 
（25.3%） 

79 
（100%） 

290 
60 

（20.7%） 
60 

（100%） 

建築 14 
3 

（21.4％） 
0 

（0.0％） 
59 

20 
（33.9％） 

20 
（100％） 

53 
14 

（26.4％） 
14 

（100％） 

土木 12 
4 

（33.3％） 
2 

（50.0％） 
138 

22 
（15.9％） 

22 
（100％） 

140 
23 

（16.4％） 
23 

（100％） 

設備 4 
2 

（50.0％） 
1 

（50.0％） 
115 

37 
（32.2％） 

37 
（100％） 

97 
23 

（23.7％） 
23 

（100％） 

11 

【失格事由の内訳（低入調査を実施した応札者の延べ数に対して） 】 

 ○調査対象者の約半数が失格基準（数値的または工事成績）に該当 

 ○調査票未提出の割合が最も大きく、本格実施後にその割合は上昇 

項目 試行期間中 本格実施後 

          ①数値的失格基準 52者（28.6％） 39者（24.5％） 

          ②工事成績失格基準 34者（18.7％） 34者（21.4％） 

          ③調査票未提出 83者（45.6％） 83者（52.2％） 

          ④調査票の不足・不備 13者（7.1％） 3者（1.9％） 

            合   計 182者（100％） 159者（100％） 

（単位：件） 

調

査

フ

ロ

ー 
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【参考資料１】入札契約制度改革の本格実施（制度の変遷） 
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  制度改革前   試行期間中 本格実施後 

予定価格 事前公表 事後公表 

 事後公表（下記以外） 
 

 ＋ 
 

  

 事前公表 

ＪＶ結成 ＪＶ義務 混合入札 

混合入札 
 ＋ 

 

ＪＶ義務（モデル工事（一部）） 

１者入札 中止せず 中止する 中止せず 

低入札 
価格調査 

ＷＴＯ以上 

(24.7億円以上) 

建築 4.4億円以上 

土木 3.5億円以上 

設備 2.5億円以上 

 建築4.4億円以上 

 土木3.5億円以上 

 設備2.5億円以上 

建築4.4億円未満 
土木3.5億円未満 
設備2.5億円未満 

３０ 



H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

公共 149 150 148 146 156 159 188 205 206 246 256

民間 444 423 504 411 384 399 388 415 477 538 542

計 593 573 652 557 540 558 576 620 683 784 798

対前年度比 1.03 0.97 1.14 0.85 0.97 1.03 1.03 1.08 1.10 1.15 1.02

年度
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【参考資料２】都内における建設投資の推移 

（年度） 

※建設政策研究所HP「建設関連統計－都道府県別建設投資の推移（国交省：建設総合統計）」より 

（
百
億
円
：
出
来
高
ベ
ー
ス
） 

☆H20.9 リーマンショック ☆H23.3 東日本大震災 ☆H25.9 オリパラ東京開催決定 

近年において最大の水準 

《内訳》  （単位：百億円） 

約1.5倍 
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